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平成３０年政策評価書

千葉県警察重点目標 安全で安心できる県民生活の確保

子供・女性・高齢者を守る取組の推進施 策

施 策 目 標 子供・女性・高齢者の安全・安心の確保

千葉県における刑法犯認知件数は減少傾向にありますが、子供の

生命、身体を害する犯罪や強制わいせつ等の女性に対する性犯罪、

ストーカー事案、配偶者暴力事案、児童虐待事案、高齢者虐待事案

等の人身安全関連事案は高水準で推移しているほか、平成２９年中

は高齢者を狙った電話ｄｅ詐欺が過去最悪の発生を記録するなど、

県民が安全・安心を実感するには至っていない状況にあります。

施 策 設 定 の 背 景 このように、子供・女性・高齢者という弱者を狙った犯罪は、被

害者の心身に深刻な影響や地域住民に不安感を与えるほか、事案に

よっては急展開し、重大事案に発展するおそれがあることから、警

、 、察としては 各部門が総合力を発揮して諸対策を推進するとともに

自治体、地域住民、事業者等の関係機関、団体等が連携するなどし

て、引き続き、社会全体で安全・安心を確保するための取組を推進

する必要があります。

子供や女性を性犯罪等から守るための取組の推進実 施 項 目 １

１ 性犯罪等に対する先制・予防的活動の推進
推 進 結 果 １

「 」、子供や女性を対象とする性犯罪等の前兆とみられる 声掛け

「つきまとい」等（以下「前兆事案」という ）の情報を一元的。

に収集・分析し、分析結果に基づく各種法令を活用した検挙対策

のほか、犯罪に至らない場合であっても適切に指導・警告を行う

など、性犯罪等の未然防止を図る先制・予防的な活動を積極的に

推進しました。

○ 前兆事案の検挙、指導警告状況（平成３０年中）

検挙件数 ４２２件（前年比＋６３件）

指導・警告件数 １，１０２件（前年比＋３４４件）

２ 関係機関・団体等と連携した広報啓発活動等の推進

（ ） （ ）１ 自治体や鉄道事業者と協働して痴漢防止キャンペーン ６月

を行い、被害防止に関する広報啓発活動を推進しました。

（２）犯罪の多発時間帯を中心として自治体、防犯ボランティア等

と警察が連携して防犯パトロール活動を行うなど、官民一体と

なって子供や女性の見守り活動を推進しました。
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（３）地域住民などに対し、不審者や犯罪発生場所等に関する防犯

情報を迅速かつ積極的に発信しました。

３ 県民の自主防犯意識の醸成

（１ 「登下校時の子供の安全確保に関する閣僚会議 （平成３０） 」

年６月２２日）において決定された「登下校防犯プラン」を受

け、県警では、平成３０年９月２６日に「官民一体となった通

学路等における子供の安全確保に向けた対策会議」を開催し、

同会議に参加した団体・企業を「子供見守りサポーター」に委

嘱するなど、関係機関・団体及び地域住民と連携した通学路等

における子供の安全確保のための取組を推進しました。

（２）子供や女性の自主防犯意識を醸成し、性犯罪等の被害を防止

することを目的として「よくし隊レディ「あおぼーし （以」」

下「あおぼーし」という ）による広報啓発活動等を推進しま。

した。

○ 「あおぼーし」の活動状況（平成３０年中）

キャンペーン実施回数 ４８回

防犯教育実施回数 ３８９回

（３）県警ホームページの「不審者情報マップ」欄に、前兆事案発

生場所等の情報のほか、子供や女性が被害に遭わないための防

犯対策や相談窓口等を掲載するなど、自主防犯意識の高揚を図

りました。

（４）子供が理解しやすいように紙芝居を用いた防犯教室や体験型

の被害防止教育を推進したほか、通学路合同点検等の参加、学

校や民間企業と連携した不審者侵入時の対応訓練の実施など、

危機回避能力等の向上に努めました。

○ 被害防止教育の推進状況（平成３０年中）

回数 １，８４４回（前年比＋６２件）

人数 ２６１，６８０人（前年比－４８，０６５人）

（５）教職員や保護者等に対して、子供自身に危険予測や回避能力

を身につけさせるための防犯教育講話を実施しました。

（６）地域における子供の見守り活動の更なる活性化を図るため、

千葉市と県獣医師会が行っている狂犬病の予防接種の会場に赴

き、飼い犬の散歩を通じて子供たちの登下校を見守る「わんわ

んパトロール」活動普及のためのキャンペーンを実施するとと

もに、県警と獣医師会で協定を締結し、同活動の更なる普及促

進に努めました。

４ 児童虐待事案に対する迅速的確な対応

（１）児童の安全確認・安全確保を最優先とした対応の徹底

児童虐待の疑いのある事案を認知した場合は、児童の身体を

直接確認したり、近隣住民から聞き込みを行うなど児童の安全
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確保を最優先とした対応を徹底しました。

○ 児童通告状況(平成３０年中の暫定値)

児童通告人員 ３，７２１人（前年比＋８４人）

（２）児童相談所との連携強化

増加する児童虐待事案に適切に対応するため、児童相談所と

の立入調査訓練などの合同研修を行い、対処能力の向上と連携

強化を図りました。

実 施 項 目 ２ ストーカー・配偶者暴力事案等の被害者に対する迅速的確な対応

１ 被害者等の安全確保を最優先とした取組の推進
推 進 結 果 ２

（１）迅速的確かつ組織的な対応

署が認知したストーカー・配偶者暴力等の人身安全関連事案

情報は、人身安全対策課が一元的に集約し、事案の危険性・切

迫性を的確に判断して署に指導助言したほか、危険性・切迫性

が認められる場合は、人身安全対処班やストーカー・ＤＶ捜査

係を迅速に派遣して行為者の検挙や被害者等の保護対策を推進

しました。

○ 相談受理件数（平成３０年中）

ストーカー事案 ５３２件(前年比－１９９件）

配偶者暴力事案 ３，２８０件(前年比＋１１５件)

その他恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案 ６，８０４件

(前年比＋１８７件)

（２）積極的な事件検挙

人身安全関連事案の行為者に対しては、各種法令を駆使した

早期検挙や、事件化できない場合であっても指導・警告を与え

るなど、重大事件への発展を未然に防止しました。

○ 検挙状況（平成３０年中）

ストーカー事案 ９５件（前年比＋１１件）

配偶者暴力事案 ２１３件（前年比－４０件）

その他恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案 １１９件

（前年比－４０件）

○ ストーカー規制法に基づく文書警告及び禁止命令等(平成３０年中)

文書警告 ２０件（前年比－１６件)

禁止命令等 ５７件（前年比＋３７件）

○ 口頭警告件数（平成３０年中）

ストーカー事案 ２７７件（前年比－９１件）

配偶者暴力事案 ２，２６０件（前年比＋２２７件）

（３）被害者の安全確保を最優先とした保護対策の推進

ア 被害者等に対しては、防犯指導や一時避難への支援、関係

機関や法制度の教示、特定通報者登録、携帯用緊急通報装置
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の貸出しなどの保護対策を推進しました。

○ 携帯用緊急通報装置貸出件数（平成３０年中）

８４件（前年比－２７件）

イ 被害者等が県外に一時避難する場合は、関係都道府県警察

と情報共有を図り、連携して被害者等の安全確保に努め

ました。

○ 県間連絡実施件数（平成３０年中）

発信件数 １，１９１件（前年比＋１０５件）

受信件数 ９２１件（前年比＋３０件）

ウ 被害者等が、被害防止対策や法制度、警察が執り得る措置

などを理解しやすいリーフレットを作成して活用しました。

また、同リーフレットを英語、韓国語など８言語に編集し、

外国人被害者への対応にも活用しました。

２ 関係機関等と連携した被害防止対策の推進

（１）千葉県人身安全関連事案連絡会議の開催

人身安全関連事案の兆候の早期把握や被害の予防・拡大防止

のため、県及び千葉市の関係機関と情報共有及び連携を図るこ

とを目的に、平成３０年４月２０日、平成３０年度千葉県人身

安全関連事案連絡会議を開催しました（分科会は四半期ごとに

開催 。）

（２）ストーカー加害者に対する精神医学的・心理学的アプローチ

ストーカー加害者の更生を図るため、精神科医師等と連携し

て医療措置をとる精神医学的・心理学的アプローチ施策を推進

しました。

（３）広報啓発活動の推進

ストーカー事案や配偶者暴力事案等に対する防犯意識を醸成

するため、防犯講話やキャンペーン、女性に対する暴力をなく

す運動（１１月）を実施したほか、県警ホームページに相談窓

口等を掲載するなど、広報啓発活動を推進しました。

実 施 項 目 ３ 高齢者の安全・安心の確保

１ 高齢者の安全・安心総合対策の推進
推 進 結 果 ３

（１）高齢者の安全・安心対策部会の活動

高齢者を取り巻く諸問題に取り組む団体で構成する「千葉県

安全安心まちづくり推進協議会高齢者の安全・安心対策部会」

の会議（１１月）を開催し、高齢者の犯罪被害防止、交通事故

防止、災害対策や福祉等会員相互の活動に関する情報を共有し

て連携の強化を図りました。また、部会員に対して、特に高齢

者被害の割合が大きい「電話ｄｅ詐欺」に関する防犯情報を

メールなどにより定期的に発信しました。
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（２）高齢者の社会参加促進

ア 防犯ボランティア活動の支援

高齢者の社会参加意識を醸成するため、防犯ボランティア

活動の積極的な支援による活性化を図り、高齢者が参加しや

すい環境づくりに努めました。

イ 老人クラブなどと協働した取り組み

老人クラブ会員と協働し、電話ｄｅ詐欺の被害防止を呼び

掛ける防犯キャンペーンや、高齢者世帯への個別訪問による

防犯指導を実施するなど、高齢者自らが犯罪被害防止に参画

する活動を推進しました。

ウ 高齢者宅への個別訪問による防犯指導

巡回連絡などの高齢者宅への個別訪問の機会に、犯罪被害

防止に関する防犯指導を実施しました。

２ 電話ｄｅ詐欺対策の推進

（１）認知状況

平成３０年中における電話ｄｅ詐欺の認知件数は１，３４３

件（前年比－１７４件 、被害額は約２６億４千万円（前年比）

－約４億７千万円）と、いずれも前年を下回りましたが、依然

として高い水準で被害が発生するなど、予断を許さない状況に

あります。

特に、電話ｄｅ詐欺の被害者に占める高齢者の割合は９０

パーセントを超えており、高齢者の安全・安心の確保のために

は、その対策が喫緊の課題となっています。

手口別でみると、息子や孫等の親族、警察官、市役所職員、

金融機関職員等をかたり、現金やキャッシュカードをだまし取

「 」 ， （ ）る オレオレ詐欺 が最も多く１ ０６８件 前年比＋８４件

で、全体の約８０パーセントを占めています。次いで、メール

やはがきで何らかの未納料金があるよううそを言って、電子マ

ネーなどによる支払いを求める架空請求詐欺が１４０件（前年

比－１６２件）と、全体の約１０パーセントを占めています。

（２）県民の抵抗力強化

ア 固定電話機対策の推進

電話ｄｅ詐欺の手口が複雑かつ巧妙化する中、被害を防ぐ

一番の方法は 「犯人からの電話に直接出ないこと」である、

ことから 「電話ｄｅ詐欺は電話ｄｅ対策！」をスローガン、

に、留守番電話設定の推奨や、迷惑電話対策機器を活用した

防犯対策を呼び掛けるとともに、たとえ電話に出てしまって

も「電話でお金やキャッシュカードの話は詐欺」という全て

の手口に対応できる最も基本的な防犯対策を推進しました。

また、自治体に対して、高齢者世帯等に対する迷惑電話対策
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機能を有する電話機の無償貸与や購入費の助成を働き掛けた

結果、複数の自治体で導入が進みました。

イ 「電話ｄｅ詐欺・悪質商法被害抑止コールセンター」によ

る注意喚起

ＮＴＴ電話帳や押収した名簿等を基に、電話ｄｅ詐欺の発

生状況などを伝える注意喚起架電を、平成３０年中は県内約

１８万世帯に実施しました。また、金融機関に対し、予兆電

話の多発情報などを伝え、窓口に現金を引き出しに来る高齢

者等への声掛け強化と警察への通報を依頼する「電話ｄｅ詐

欺警戒警報」について、延べ２９，４７２店舗に発令しました。

ウ ちば安全・安心メールなどによる防犯情報の発信

ちば安全・安心メール及び「Ｙａｈｏｏ！防災速報」によ

り、電話ｄｅ詐欺の発生状況や被害防止対策などについて情

報発信し、登録者に注意を呼び掛けました。

エ 電話ｄｅ詐欺撲滅緊急メッセージの発信

平成３０年３月２２日、千葉県知事と県警本部長の連名に

よる「電話ｄｅ詐欺撲滅緊急メッセージ」を発信し、親族、

近隣住民、事業者、関係機関等、全ての県民が高い防犯意識

を持ち 「オール千葉」で電話ｄｅ詐欺撲滅に取り組んでい、

くことを呼び掛け、電話ｄｅ詐欺の撲滅に向けた機運の醸成

を図りました。

オ 家族の絆はがき大作戦の実施

毎年多くの県民が訪れる「警察ふれあいフェスタ （平成」

３０年８月１８日及び１９日に開催）において、｢家族の絆

大作戦｣と題したブースを設置し、来場した子供たちから離

れて暮らす祖父母に対して、被害防止対策のポイントが記載

されたはがき（６００枚）を、子供たちのフォトシールと

メッセージを添えて送達し、家族のコミュニケーションによ

る被害防止対策を推進しました。

カ 電話ｄｅ詐欺撲滅協力ステッカーの作成

県と連携して｢電話ｄｅ詐欺撲滅協力の家｣及び「電話ｄｅ

詐欺撲滅協力事業所」のステッカーを作成し、協力の得られ

た一般家庭や事業所の玄関、出入口等の見やすい場所に貼付

することで、受け子を始めとした犯行グループに対する警告

や犯行抑制の効果を狙うとともに、県民の防犯意識の高揚を

図りました。

（３）関係機関・団体と連携した諸対策の推進

ア 水際対策の強化

（ア）金融機関における対策

被害が疑われる高齢者が、金融機関の窓口で高額の引き
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出しを求めた場合には、県警から提供した「金融機関声掛

けマニュアル」に基づく積極的な声掛けや、警察への通報

を依頼しました。また、急増するカード受取型オレオレ詐

欺の対策として、県警からの依頼に基づき、複数の金融機

関が、高齢者のキャッシュカードを利用したＡＴＭでの引

き出しを一定の条件によって制限する「ＡＴＭ引出制限」

を導入しました。

（イ）コンビニエンス・ストアにおける対策

電子マネーなどによる支払いを要求される架空請求詐欺

の被害場所の多くはコンビニエンス・ストアであることか

ら、県警が作成した「声掛けチェックシート」を活用し、

多額の電子マネーの購入など、被害が疑われる者に対する

声掛けと警察への通報を依頼しました。

イ あらゆる広報媒体を活用した広報

テレビやラジオ番組に県警の職員が生出演し、電話ｄｅ詐

欺の現状説明や、だましの手口を実演するなどして注意喚起

を図ったほか、新聞折り込みによる啓発チラシの県内一斉配

布やラジオ、新聞紙面を通じた継続的な被害状況等の情報発

信等、あらゆるメディアを活用した広報啓発活動を推進しま

した。

ウ 関係機関・団体との連携

高齢者との関わりが深い機関・団体との「電話ｄｅ詐欺官

民合同緊急対策会議（４月 」を開催し、電話ｄｅ詐欺に関）

する情報の共有と連携の強化を図ったほか 「電話ｄｅ詐欺、

撲滅アドバイザー」に委嘱した公益財団法人千葉県老人クラ

ブ連合会による高齢者世帯への情報発信、被害防止に向けた

協定に基づく企業等における事業活動を通じた幅広い世代へ

の広報啓発活動、鉄道会社による駅構内や電車内での被害防

止に関する広報など、関係機関・団体と連携した取組を推進

しました。

エ 被害の未然防止

金融機関職員を始めとした県民による電話ｄｅ詐欺被害の

未然防止件数は、平成３０年中１，３８０件（前年比－１２

６件）と前年を下回りましたが、あらゆる機会を通じ、幅広

い世代に対する広報啓発活動を推進したことなどにより、特

（ ）に家族や知人による未然防止が７０５件 前年比＋２１３件

と大幅に増加しました。

３ 高齢者虐待事案への迅速的確な対応

高齢者虐待事案やその疑いがある事案を認知した場合は、市区

町村の担当部署に確実に通報するとともに、積極的な事件化や行
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為者に対する指導警告を実施しました。また、被害者の一時避難

への支援等の保護対策を推進するとともに、市町村からの援助要

、 、 。請に対しては 連携して対応し 高齢者の安全確保に努めました

○ 認知及び市町村への通報件数（平成３０年中）

認知件数 ９９１件（前年比＋９５件）

市町村への通報数 ９６８件（前年比＋９２件）

○ 検挙及び指導警告件数（平成３０年中）

検挙件数 ５０件（前年比－１７件）

指導警告件数 ７１２件（前年比＋６５件）

○ 市町村からの援助要請の対応件数（平成３０年中）

９件（前年比＋８件）

部門間の連携を強化し、子供や女性を対象とした前兆事案や人身
実 績 （ 成 果 ）

安全関連事案の行為者を多数検挙したほか、人身安全関連事案に対

する迅速的確な対応を図り、重大事案への発展を未然に防止しまし

た。また、関係機関・団体等と連携し、子供や女性を対象とした被

害防止教育や、高齢者を対象とした防犯指導等の犯罪被害防止対策

に取り組みました。

【前兆事案検挙及び指導警告件数】
実績（成果）指標

【子供や女性に対する被害防止教育の推進状況】
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【児童通告状況】

【恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案検挙件数】

【電話ｄｅ詐欺の発生状況】
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【高齢者虐待事案検挙及び指導警告件数】

参 考 指 標
【前兆事案の認知状況】

【児童虐待事案の認知対応件数】

1,415 

1,700 

2,400 2,302 2,440 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

(件)

認知対応件数

225

308

592
647

712

50 42
86

67 50

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

(件)

指導警告 検挙



- 11 -

【恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案の相談受理件数】

【刑法犯認知件数及び高齢者の犯罪被害の推移】

１ 前兆事案情報の分析結果を捜査等に効果的に活用し、連続発生
効 果

していた事案の被疑者を検挙するなど、多くの事案を解決しまし

た。

２ 「あおぼーし」による活動の幅を広げ、子供の被害防止対策を

、 、推進した結果 学校に対する被害防止教室等の実施回数が増加し

子供や教職員の防犯意識の高揚が図られました。

、 、３ ストーカー事案 配偶者暴力事案等の人身安全関連事案に対し

事案の危険性・切迫性を的確に判断し、迅速な事件化や関係機関

と連携した被害者の保護対策等を推進して、重大事案への発展を

未然に防止しました。

４ 関係機関・団体等と連携した電話ｄｅ詐欺抑止対策を推進した

結果、電話ｄｅ詐欺撲滅に向けた社会的機運が高まり、過去最悪

の認知件数を記録した前年を下回るなど、増加傾向にあった被害

に一定の歯止めが掛かりました。
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今 後 の 課 題 子供や女性に対する性犯罪やストーカー、配偶者暴力事案、児童

及 び 方 針 虐待事案等の人身安全関連事案や、高齢者が被害に遭いやすい電話

ｄｅ詐欺は、県民の身近で起こり得る犯罪であり、治安に関する県

民の意識に直結するものであります。

、 、 、県警では 子供や女性を性犯罪等の被害から守るため 引き続き

前兆事案情報の分析結果に基づき、早期に行為者を特定し、検挙又

は指導警告措置を講ずる先制・予防的活動を推進するほか、子供や

女性に対する犯罪を抑止するため、防犯ボランティア団体だけでな

く、企業等による防犯ＣＳＲ活動（社会貢献活動）や地域住民によ

るわんわんパトロール等のながら見守りの促進を図るとともに、引

き続き「あおぼーし」等による広報啓発活動を通じて、県民の自主

防犯意識の向上に努めます。また、事態が急展開して殺人等の重大

事件に発展するおそれが高い人身安全関連事案に対しては、引き続

き、行為者の検挙や指導警告、被害者等の保護対策を迅速的確かつ

組織的に推進します。

さらに、電話ｄｅ詐欺の被害を防止するため、着実な固定電話機

対策を推進するとともに、金融機関と連携した水際対策の強化を図

るほか、関係機関・団体へのタイムリーな情報発信と情報共有、高

齢者の子供や孫世代への働き掛けによる家族間での被害防止に向け

た機運の醸成など、関係機関・団体と連携して電話ｄｅ詐欺撲滅に

向けた取組を推進します。

施 策 主 管 課 生活安全部生活安全総務課及び生活安全部人身安全対策課

政 策 評 価 担 当 課 生活安全部生活安全総務課


